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第 ２ 回 賃 上 げ 交 渉 報 告 

中央本部は、本日１０時より第２回賃金引き上げ交渉を行ない、会社側から収入動向について説明が

ありました。 

輸送状況について１月の輸送状況は、①コンテナ貨物は北海道地区の米・生野菜類などの農産品・青

果物が好調である。また震災に伴う減産から増産体制に転じた自動車部品等が前年を上回ったものの、

被災により減送している紙・パルプ、円高に伴う輸出減で減送となった化学工業品等が前年を下回り、

全体では対前年比９８．２％である。②車扱貨物については、気温が低温のため石油需要が高まった

ことと、年末に急激な冷え込みで灯油の出荷が旺盛となったため、年末年始に４２本の臨時石油列車の

運転で増送となった。また、メーカーの定期修理時期が変更となったセメント・石灰石も増送となり全

体では対前年比車扱１０６．７％である。③１月下旬から２月の中旬まで大雪の影響で前年度比を下回

っている。 

また、関連事業については、駐車場の契約延伸・建物貸付・物販・分譲マンション増収等を取り組み、

２３年度落ち着き見込みは、１０月期改定計画の３４１億円を上回る３４４億円を想定している。 

 残り約１ヶ月間を、収入確保に向けて全力を挙げ、今年度末の黒字達成を目指して行く姿勢を示しま

した。 

 

中央本部は、①年度末に向けた収入確保の具体策を明らかにすること。②３月の繁忙期に対し、輸送

力確保のため、編成減車解除は柔軟に行うこと。③需要が見込まれる瓦礫輸送に対して、社内でプロジ

ェクトを立ち上げ収入確保に繋げること。④平成２３年度の収支落ち着き見込みを明らかにし、今後の

展望を明らかにすることを指摘しました。 

 

  これに対して会社は、①３月は引っ越しや特積み等、年度末に動く荷物を中心に取り組む。②編成減

車については輸送力確保に向け柔軟に対応する。③瓦礫輸送については環境省が主体であるが、貨物会

社として環境事業部が窓口として対応していく。④現時点、落ち着き見込みは数値化できない。収入が

落ち込む中で、経費削減を徹底し黒字確保を目指していくと回答しました。 

 

中央本部は、「組合員に経営責任を転嫁し続けるのはいい加減にしろ！」、経営陣自らが策定した収

入計画が実現できない状況で、更なる経費削減の徹底を検討する会社経営陣の姿勢は絶対に認められな

い。経費削減を進めるのであれば、まずは経営陣が経営責任を取るべきであることを通告し交渉を終了

しました。 

 

会社は、大震災や雪害などの自然災害が多発する中で、安全と安定輸送確保のために歯を食いしばっ

て奮闘する職場の組合員の努力を顧みず、目先の黒字確保に向けて、一層の経費削減を行おうとしてい

ます。中央本部は、収入確保に向けて最後まで努力することを放棄する経営陣は断固として認めるわけ

にはいきません。このような理丌尽な会社の経営姿勢を許さず、私たちの努力を報いさせるための交渉

を強化します。職場からの闘いの構築を要請し、第２回賃金引上げ交渉報告とします。 

次回の賃上げ交渉は、３月２日です。 

   以 上 


